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日本製造業のグローバルＲ＆Ｄの課題とその克服方法について 

 
○青木彦治、玄場公規（立命館大学大学院テクノロジー・マネジメント研究科） 

 
 
 
1 はじめに 

2000 年以前の日本の製造業の特徴として、

特に電機業界では 1 企業で多くの分野における

製品を開発する傾向があるため、分散型の研究

開発になりがちであり、結果的にキャチアップ

型の開発が多かった。しかし、ＩＴバブルがは

じけた 2001 年以降は、各企業は事業の選択と

集中を重点的に進めてきた。その結果、国内市

場だけでは規模の拡大ができないため世界市

場をターゲットにする傾向が進んだ。平行して

研究開発においても、特に事業の集中分野にお

いて、世界的な技術の偏在化傾向のため、また、

研究開発のスピード化を促進するためにグロ

ーバルＲ＆Ｄが進みつつある。ただ、こうした

活動をいかに製品化に結びつけるかは課題で

ある。 
本稿では日本企業が不得手といわれている

グローバルＲ＆Ｄについて取り上げ、日本企業

特有の課題、開発プロセスで発生する問題につ

いて分析を行う。その結果として、グローバル

Ｒ＆Ｄの成果を製品化に結びつけるためのマ

ネジメント方法を提案するものである。  
2 先行研究 

2.1 日本企業におけるグローバルＲ＆Ｄの経緯

について 

日本企業における海外研究所の設置目的か

ら、グローバルＲ＆Ｄの全体的な傾向をまとめ

たものとして真鍋らの研究〔１〕や海外との比

較・グローバルネットワークの側面で高橋

〔２〕の研究がある。 

 真鍋ら〔１〕の報告では、1990 年代に日本

の製造業が海外生産比率を大幅に上昇させた

ことで、それに伴い市場や低コスト製造現場に

近い地域での、製品改良に近いグローバルＲ＆

Ｄが進んだことを指摘している。一方でより上

流側の優れた研究資源（人材、技術）の獲得や

技術情報収集については、吉原らの研究〔３〕

によると、1998 年の日本の製造メーカへのアン

ケート結果では、海外研究所の設置理由として、

複数回答可能条件で技術獲得 9%、技術モニタ

ー7%と非常に少ない結果であった。  

 さらに、グローバルＲ＆Ｄの日本企業の遅れ

を示す根拠を２つ紹介する。Gassmann らの研

究〔４〕によれば 1994 年～1997 年で、研究開

発費の中で海外研究開発比率が欧米では 20％
～90%であるが、日本では 5～15％程度である

としている。また、榊原〔５〕は国際的な戦略

技術提携件数として米国、欧米、日本の比較し

たデータとして、1990 年代の 10 年間での提携

数として、アメリカで 4722 件、ヨーロッパで

2519 件、日本で 1077 件と日本はアメリカの

1/４であり日本の製造メーカは、グローバルな

技術戦略の面でも遅れていることが分かる。 
2.2 日本企業の環境変化とグローバルＲ＆Ｄの

展開における課題、ジレンマについて 

 ２．１の先行研究の結果では、日本における

グローバルなＲ＆Ｄの特徴として、製造拠点の

海外移転に伴う開発機能の展開が主体であり、

イノベーションを起こすような上流側での研

究開発は少なかった。では何故、日本の製造業
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がそうした状況にあったのか、そこに存在する

問題点は何かについて考えてみる。 
 まず、日本の製造業の傾向について丹羽

〔６〕の分析を紹介する。2000 年前の多くの

日本企業は製品や事業に関して長年キャチア

ップ型であったため、製品や事業部ごとの対応

で済み、また、ある程度の利益を常に確保でき

たので全社的な検討を必要としなかった。その

結果、事業間の連携や事業の改廃ができず、長

期的な戦略を基に集中分野への積極的な投資

ができなかった。こうした日本企業の特徴が、

より上流側でのグローバルＲ＆Ｄを積極的に

行ってこなかった要因の一つと考えられる。も

ちろん、基本的な問題として、言葉の問題や契

約に関した種々の問題はあるのだが。 
その後の日本企業の環境変化として 2001 年

以降は、各社で不採算部部門の事業の見直しや、

シナジー効果が薄い事業の中止、売却が進み、

選択と集中を重点的に推し進めてきた。その結

果、国内市場だけでは規模の拡大ができないた

め世界市場をターゲットにする傾向にある。さ

らに、技術的な側面では世界的にみて科学技術

の偏在化が顕著になりつつある。こうした日本

企業のグローバル化や技術偏在化により、最近

日本の製造業では上流側でのグローバルＲ＆

Ｄが増加していると考えられる〔７〕。 
 ただし、課題はそれが上手く製品化に結びつ

いているかである。早くからグローバルＲ＆Ｄ

を実践している企業では、そのジレンマとして

浅川〔８〕らのまとめたものがある。その中で

ヨーロッパに開発拠点を持っている複数の日

本メーカでは、製品に直結する短期的テーマと

基礎研究的な長期テーマを研究している場合

が多く、短期テーマからのプレッシャーで各開

発テーマの開発期間や人員のバランスを取る

ことが難しいとある。基礎研究に強いヨーロッ

パではローカル自治を希望するが、日本からの

指示が強すぎと開発意欲を減退させる傾向に

あり、そこにジレンマが存在すると指摘してい

る。一方、Gassmann〔９〕は日本企業に限ら

ず欧米企業でも、グローバルＲ＆Ｄのジレンマ

が生じる状況として以下のように表現してい

る。グローバルＲ＆Ｄに対して、各社の戦略や

役割分担が不十分である。グローバルイノベー

ションに対してはコスト、開発スピード、品質

など全てを求めることは難しい。グローバルイ

ノベーションのマネジメントは重要であるが

それは複雑で課題も多いなどを上げている。  
3 本研究におけるＲ＆Ｄの分析枠組み 

 以上紹介したように、今後は、より上流側で

のグローバルＲ＆Ｄが増加すると思われ、その

際にはグローバルＲ＆Ｄに関した戦略的考え

方が重要であろう。つまり、全社の開発戦略か

ら降りてくる項目で、グローバルＲ＆Ｄに求め

られる内容は種々あり、その目的を明確にしそ

の目的にあった最適な開発プロセスを取るべ

きと考える。それを整理するためのフレームワ

ークとして、Gassmann〔９〕の論文からグロ

ーバルＲ＆Ｄの目的 5 項目、１）科学技術調査 

２）新技術獲得 ３）新プラットフォーム構築 

４）新商品開発 ５）商品メンテナンス ６）

低コスト開発を上げ、開発プロセス（マネジメ 
ント含む）上でジレンマが有るとされた６項目、

１）ローカルがグローバルか ２）プロセス重

視か組織重視か ３）創造性重視か規律重視か  
４）自社コントロールか外部委託か ５）対面 
連携か ICT か ６）長期開発か短期開発かにつ

いてマトリックス表で考え、個々の目的ごとに 
開発プロセスとして何が最適化を検討した。 
 本稿では、個々の企業として考えるべき研究

開発戦略にはふれず、その戦略立案の結果とし

て明確になったグローバルＲ＆Ｄの目的に対

して、その開発プロセスの中にマネジメントも

含め最適化を考えた。そして、そのマトリクス 
表を分析フレームワークとした。 
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4 研究の方法 

まず、R&D の目的・手法などを分類し、マ

トリックス表を作成した。そして、それぞれの

マトリックスで最適と考えられるマネジメン

ト手法を提示した。また、この表を検証するた

め、過去のグローバル R&D の事例を分析した。

分析対象は、「インクジェットプリンターにお

けるヘッド開発」である。 
5 グローバルＲ＆Ｄの最適化と検証 

5.1 目的に応じたグローバルＲ＆Ｄの最適化 
 グローバルＲ＆Ｄにおける開発の目的とプ

ロセスを表１に示した。開発の目的ごとにその

目標を達成しやすいマネジメント手法提示し

た。一部限定が困難とも思われるが、整合的に

分類可能である。結果的にはマトリックス表の

上側は創造的業務、前記述の表現を使えば、イ

ノベーションを起こすための上流側の開発で

あり、下側は現地での市場対応型の応用開発、

商品開発である。企業の業種、規模などにより

グローバルＲ＆Ｄは異なるが、このように表に

まとめ開発プロセスの選択を明記することは、

事前の検討課題を知ることや、問題が起きた場

合の対応に有効であると考える。 
5.2 事例分析 

 事例として、マトリックス表の新製品開発を 
分析する。Ａ企業では 1990 年ごろに、従来の

製品領域では今後の企業拡大に限界があると

の認識から新しい商品、事業を模索していた。 
そこで、社内の課長クラスを集め、どのような 
新しい事業領域に目標を定めるか１年かけて

検討した。最終的には情報機器領域での成長が 

 
 
 
 
 
 
 
期待できるとの認識で一致し、その分野の商品

開発を早急に行うため戦略を検討した。経営層

からは技術導入により早急に開発する指示が

あり、グローバルに技術探索を行うことになっ

た。そこで、従来製品を販売するためのチャネ

ルを使い情報機器の商品開発に必要なデバイ

ス技術をグローバルに調査した。最終的に英国

のベンチャー企業から技術移転することに決

定した。 
 開発目的としては商品開発であり、そのコア

技術を海外から移転して早期に商品に繋げた

いと考えていた。技術移転から商品化までは３

～５年を想定していた。今回の課題は２つあっ

た。早急にベンチャー企業からの技術移転を行

うことと、そのデバイスを使った商品を適正価

格で販売できるように関連するコア技術を社

内で高める（量産に合った技術にする）ことで

あった。社内では初期の段階でプロジェクト化

し組織力で開発を進めた。技術移転プロセスと

しては単なる、設計技術、要素技術の移転だけ

ではなく、社内でその要素技術分野の開発を行

っていた技術開発者 5 名を選定し、このベンチ

ャー企業に数日の滞在で、複数回出張させ技術

の移転と同時にその技術の可能性に関して長

時間に渡り議論させた。期間的には、約１年で

技術移転が完了し、装置の導入を含め 2 年以内

で社内でも試作品ができるまでに達した。 
 ある程度の短期間で商品開発を行うために

は組織力が重要であり、ベンチャー企業からの

技術移転（デバイスの設計･製造技術）を決定

した段階でプロジェクトがスタートした。技術

表１ グローバルＲ＆Ｄにおける分析フレームワーク 

プランニング 技術獲得 開発プロセス
開発目的 長期的な開発 プロセス重視 地域限定 自社コントロール 創造性重視 対面連携重視

短期的な開発 組織力重視 全世界から調達 外部委託 開発段階の規律重視 ICT重視
基礎技術探索 長期的な開発 プロセス重視 全世界から調達 両方 創造性重視 両方
新技術開発 長期的な開発 プロセス重視 地域限定 両方 創造性重視 両方
新基盤（コア）技術開発 長期的な開発 両方 地域限定 自社コントロール 両方 対面連携重視
新製品開発 短期的な開発 組織力重視 地域限定 自社コントロール 開発段階の規律重視 対面連携重視
製品メンテナンス維持 短期的な開発 組織力重視 地域限定 自社コントロール 開発段階の規律重視 対面連携重視
コスト低減開発 短期的な開発 組織力重視 全世界から調達 自社コントロール 開発段階の規律重視 対面連携重視
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としては、デバイスの試作が完成していたので、

このベンチャー企業からの技術だけでほぼ必

要技術は満足した。しかし、製品化までには、

その低コスト化が重要で設計も含めた大幅な

改良が必要であった。その要素技術開発はベン

チャー企業と自社技術者との議論の中からヒ

ントを得て、自社技術者に負わせた。自社で技

術をコントロールすることが重要との考えか

らである。商品を想定して移転したデバイス技

術のプロジェクトは、最初から開発と要素技術

のメンバーが参加しており、役割分担も明確で

あった。また、設計開発の技術移転、要素技術

開発の移転に関しては、当初から対面連携を重

視し、担当者に積極的に海外に出張させ、先方

の技術者との議論の中から、自社で高度化する

ためのヒントを持ち帰らせた。これが結果的に、

スムーズな技術移転とその後の開発を迅速化

させる要因となった。また、この商品開発は結

果的には５年かけて製品となり、現在では数百

億の売り上げを達成している。 
6 結論 

本稿では、日本企業のグローバル R&D の課

題を整理すると同時に、R&D の目的・手法を

分類したマトリックス表を作成し、各マトリッ

クスに最適なマネジメント手法を提示した。ま

た、この中の「新商品開発」の項目で、短期的

開発、組織力重視、地域限定、自社コントロー

ル、開発段階の規律重視、対面連携重視が事例

分析により、最適開発プロセスと確認できた。

さらに、この中で特に重要な要因としては、組

織力重視、自社コントロール、対面連携がポイ

ントと考えられる。開発プロセスとして初期に

おいて、組織化（プロジェクト化）を行い、技

術の自社コントロールのために個々の技術に

専門の技術者を当てたことが後の成功に繋が

っている。このように、グローバルＲ＆Ｄでは、

初期の目的に応じた開発プロセス構想が重要

で、それをある程度先に決めないと、その後の

判断が泥縄式になりがちで、ジレンマも生じる

と考える。その結果、開発が遅れたり製品化に

結びつかない場合が多いのではないだろうか。 
今後は、提示したマトリックス表を自社事例、

他社事例でより多く検証し、精度を高め、その

上でグローバルＲ＆Ｄの課題を解消する方法

論に繋げていきたい。 
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